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１　右翼ポピュリズムの台頭をどう理解するのか

　欧州において右翼ポピュリスト政党が台頭している。現在ほとんどの欧州諸国で10％から30％

台の支持を獲得し，なかには政権に参加しているものもある。これまで例外的に強い右翼ポピュリ

スト政党が存在してこなかったドイツでも，2013年に結成された「ドイツのための選択肢」

（Alternative für Deutschland，以下 AfD）が支持を広げ，2017年９月の連邦議会選挙では12.6%の

票を獲得して連邦議会に進出した。州議会でも2018年７月時点で全16州中14州において議席を得

ている。世論調査での支持率は15％前後で安定しており，連邦議会選挙後難航した連立交渉や政

権内での紛糾を傍目に，最近はむしろ若干上昇する気配さえ見せている。

　このような近年の右翼ポピュリスト政党は，自由民主主義の規範からあからさまに離反し，社会

のメインストリームから異端扱いされていた従来の「極右」とは異なり，労働者や中間層を含む幅

広い層からの支持を得るようになっている。しかも単なる一過的な抗議政党などではなく，安定し

た支持を得て，欧州の政党システムの一画を占めるようにさえなっている。このような現在の動向

をどのように把握すればよいのか。欧州社会の「右傾化」を示すものなのだろうか。

　本論文はドイツの AfD を主な題材にしながら，欧州の右翼ポピュリズムの理解に対する１つの

有効な説明枠組を提示することを目的にしている。一般的に右翼ポピュリズムは，その名が示す通

り，「左対右」の対立軸に即して理解されている。本論文はその前提を再検討しつつ，右翼ポピュ

リズムが従来の「左対右」の対立軸に完全には回収されることのない「グローバル対ナショナル」

という別の対立軸を打ち出し，それに依拠して既存政党や政府の「世界に開かれた」姿勢を批判し，

また問題解決の方法として「自国民優先」の原則を主張したこと，これによりそれまで「左右」の

軸で捉えられてきた問題が「グローバル対ナショナル」の枠組みで捉えなおされたことを明らかに

し，そのことが従来の狭い「極右」ニッチを超える幅広い有権者（「普通の市民」たち）の関心・

感情を捉えることに一定程度成功することにつながったという点について論じてみたい（２，３

節）。また，後半では右翼ポピュリズム支持を生み出すマクロな社会的要因について検討し，「グロ

ーバル対ナショナル」という対立軸が，グローバル化がもたらした社会階層の分化と共鳴し合う関

係にあることを指摘したい（４，５節）。

グローバル化のなかの右翼ポピュリズム
─ドイツAfDの事例を中心に―
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２　右翼ポピュリズムと「自国民優先」

2.１　「自国民優先」の論理 

　戦後の西欧諸国において，露骨に反ユダヤ主義をかかげ，ナチスを崇拝するような「極右

（extreme right)」政党は，世間から危険視され，支持率が５％支持率を超えることのない泡沫政党

にとどまっていた。その一因は，反レイシズム・反ファシズムの規範が西欧社会に広く共有されて

きたことにある。一般の西欧人が持つ，極右政党に投票するのは「気がひける」という感覚を通じ

て，反レイシズム規範は極右の台頭を抑止する作用を果たしてきたのである（Blinder et al. 2013）。

ナチスの過去を持つドイツでは，その規範の力は特に強いものがあった。

　しかし近年台頭している右翼ポピュリズムは，そのような極右とはかなり様相が異なっている。

むしろ意図的に差別化がはかられているといってもよい。露骨なレイシズム（特に反ユダヤ主義

的）発言を控え，ナチス的シンボルは掲げず，暴力的行為を否定して民主主義を尊重すると主張す

るだけでなく，言論の自由を掲げ，男女同権さえ訴えている。また，独裁者を賛美するのではなく

「人民」を代弁し，その利益や意見に反した政府や主要政党を厳しく批判する（Golder 2016; 

Priester 2016）。このような運動は「ポピュリスト」的ではあるが，もはや「 極
エクストリーム

端 な」右翼とは

呼びにくい。社会学者 M. べレジンは，こうした近年の右翼の運動スタイルの変化を「右翼の通
ノーマル

常

化」と呼んでいる（Berezin 2013）。

　実際のところ，右翼ポピュリスト政党が従来の極右政党や極右の活動家とつながりを持つ場合は

少なくない。しかし，その「通
ノーマル

常化」戦略が，右翼政党のイメージを変え，ある程度「投票しやす

い」政党になり，それがコアな極右支持者以外の人々の間に支持を広めた点は否定できない。やは

り「公然たるナチは欧州諸国では大衆的な支持は受けない」のである（Hollasky et al. 2017: 84）。

だが，仮にそうだとしても，このことだけで近年の右翼ポピュリスト政党台頭を十分に説明できる

わけではないだろう。単に「レイシストでないから」「ナチでないから」という消極的理由だけで

右翼政党に投票する人が増えるとは思えない。極右運動とのつながりがなく，極右的な信念も持ち

合わせていないような一般の市民からも一定の関心や共感を得るような，何かもう少し積極的な意

味づけがそこで行われているのではないだろうか。

　本論文では，近年の右翼ポピュリズム政党が，攻撃すべき対象を明らかにし，自己の主張を正当

化するためのコードとして「グローバル対ナショナル」という対立軸を打ち出したという点に着目

したい。これにより右翼ポピュリズムは，自由貿易圏の設定，移民・難民の受け入れ，欧州統合，

軍事的国際貢献など「グローバル」な課題に専心する「世界に開かれた」政府や主要政党こそが問

題の根源であると批判し，自国民の問題や利益を再優先に配慮すべきという「ナショナル」な問題

解決を提示した。このように自己の立場を明確に位置づけたことが，極右に限定される狭い支持層

を越え，社会のメインストリームの人々から一定程度の支持を得ることができたことの一因ではな

いかというのが以下の議論の要点の１つである。

　もちろん，自国民の利益を優先するという原理それ自体には別に何の新しさもない。むしろそれ
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は長らく国民国家の前提とされていたものだった。しかし，これまでそれは自明なものだったので

政治的な争点にならなかったのである。ところが1990年代以後進行したグローバル化のなかで，

国境を越えた資本家の利益を優先する新自由主義的政策や，普遍的な人間の権利を尊重する

世
コ ス モ ポ リ タ ン

界市民的な人道主義の規範が力を持つようになってきた。欧州において脱国家化を促進し，象徴

したのがEUであり，ユーロであり，欧州中央銀行である。各国の政治もまた，左右対立を越え，

そのようなグローバル化の流れに適応し，またそれを推進する役割を担わざるをえなくなってきた。

右翼ポピュリスト政党は，そのようなグローバル化の潮流に抗して，自国民優先を強調する立場を

打ち出したのである。そこで「自国民優先」は自明化された前提ではなく，あえて選択すべき
4 4 4 4 4 4 4 4

原則

として提示されている。

　反移民・反難民の主張に典型的に示されているように，その立場はグローバル化に対する「反

動」と位置付けることも可能である。しかしそれは，他者の排除それ自体
4 4 4 4

を目的とするような強固

な排外主義（極右が主張するような）とは微妙に異なっている。右翼ポピュリズムが訴える「自国

民優先」は，外国人よりは
4 4 4

自国民を優先するべきであり，外国人への対処はその次
4 4 4

であるという優
4

先順序
4 4 4

についての立場である。そのため，現状が自国民にとって負担になっているとみなされるな
4

らば
4 4

「移民を制限すべき」と主張される。このような弱い意味での
4 4 4 4 4 4

排外主義であれば，欧州諸国民

にかなり広く共有されているように思われる。

　じっさい，欧州諸国民は弱い
4 4

意味においては「排外的」である。例えば，2007年のピュー・リ

サーチセンターの調査によれば，「より厳格な移民管理」を行うことに西欧（および北米）諸国の

住民の６割以上が同意している。また，ドイツの社会心理学者 A. チックらの共同調査でも，欧州

諸国民の４割から６割が「自国に移民が多すぎる」と回答している（Zick et al. 2011）。「移民を管

理せよ」や「移民が多すぎる」という意見においては，国家は「国民のもの」であり，自国民が優

先されるのは当然であるという前提がある。このような弱い排外主義に傾く欧州人（全体の約半数

にもおよぶ）がみな右翼ポピュリスト政党を支持するわけではないにしても，その潜在的な支持層

を形成しているみなすことは可能であろう。

　しかし，こうした「自国民優先」の立場に反発する人々も少なくない。「グローバル」を志向す

る世
コ ス モ ポ リ タ ン

界市民的立場からすれば，「自国民優先」とは国籍による差別であり，普遍的人権の理念から

いって認められないものになる。それに対し右翼ポピュリズムは，国民と外国人の待遇に差異を設

けることは当然であると言う立場に立っている。だが，それは人種や民族的出自に基づく狭い意味

でのレイシズムと同じではない。というのも，その自明性が崩れつつあるとはいえ国民国家は依然

として現在でも国際社会の基本単位であり，国籍による処遇の差別（出入国管理や選挙権の付与な

ど）はその国民国家の正当な行為の一部として認められているからである1）。右翼ポピュリズムは

そのような現実を前提に，普遍主義的人権という「グローバル」な論理に対して自国民を優先する

という「ナショナル」な論理を対峙させているのである。

　このように右翼ポピュリズムは，旧来の極右にみられる民族至上主義やレイシズムと同一視する

ことはできない。それが主張するのは人種的ないし民族的な純粋性といった美化された観念的な目
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標ではない。「自国民優先」という論理が意味するのは，戦後の国民国家のもとで獲得され，国民

がそれまで享受してきた，しかし今やグローバル化のなかで「失われつつある」とされている生活

の現状を守ることなのである。よって右翼ポピュリズムは,「伝統的」なものを「近代的」なもの

から守ろうとする伝統的な保守主義の発想とも異なる。モスクの建設，難民収容施設の設置，社会

保障の「乱用」，テロの発生，雇用の喪失など現在起きている変化から国民生活の「安全」を守ろ

うというのが右翼ポピュリズムの訴えである。つまり，そこで守られるべきものとは，「古来の伝

統」というよりも，戦後の国民国家の下で獲得された，「近代的」な生活水準なのである。

　こうした右翼ポピュリズムの特徴をよく捉えているのは，フランスの政治学者 D. レニエが提唱

する「財産継承ポピュリズム（populisme patrimonial）」の概念だろう（Reynié 2013）。レニエは，

既存の物質的生活水準や文化的生活様式を継承すべき国民的な「 財
パトリモニー

産 」と捉え，それを脅威と認

知されたものから守ることを国民に向けて約束する政治的主張をこう呼んだ。その「財産」には雇

用や社会保障制度，治安や「西洋的」な社会のルール，共通の言語文化などが含まれている。

　レニエの著作にドイツの AfD は登場しないが，ドイツの政治学者 A. ヴェルナーが試みているよ

うに，AfD にも「財産継承ポピュリズム」の概念は適用が可能である。AfD はドイツ国民の利益

のために「ユーロを廃止し，国境をふさぎ，われわれの経済が安価な輸入品で衰退しないよう配慮

し」，グローバル化からドイツ人の物質的・文化的な「豊かさ」を守ることを約束していたからで

ある（Werner 2015: 91-94）。この概念は極右に見られるレイシズムや民族至上主義とは一線を画

しながらも，「自国民優先」を主張する右翼ポピュリズムの「ナショナリズム」を理解するために

有効である。またその路線は「左」と「右」の双方の側で見られるものであり，従来の「左対右」

の対立図式に沿って「財産継承ポピュリズムは「右」」というように理解することもできない。

　この「左対右」の対立図式の限界については次節で詳しく論じることにし，その前にドイツの 

AfD 台頭のについて概観しておこう。

2.2　右翼ポピュリズムとしての AfD

　ドイツの AfD は反レイシズム規範の強いドイツにおいてどのように支持を拡大してきたのか。

その問題を，「自国民優先」の主張と関連付けながら整理してみよう。

　当初 AfD は，「経済リベラル」政党としての側面と右翼政党としての側面の二つの顔を持ってい

た。そのため，結党当時 AfD が右翼かどうかについて見方は分かれていた（Berbuir et al. 2014; 

Arzheimer 2015）。表の顔は前者であり，連邦政府のユーロ救済策に反対し，ドイツマルク再導入

をも視野に入れたユーロ圏の再編成を主張する「経済リベラル」派がリードしていた。党名もユー

ロ救済を「他に選択肢がない（alternativlos）」と説明したメルケルの発言を受けて名付けられたも

のである。党首はハンブルク大学の経済学教授の B. ルッケであり，90年代から反ユーロの論陣を

張っていた経済学者 J. スタルバティ，ドイツ産業連盟（BDI）会長の H.-O. ヘンケルなどが有力

なメンバーとして加わっていた。その選挙綱領では社会保障制度を目当てにした移民に反対はして

いたものの，高度専門知識を持った移民を積極的に受け入れる「カナダ型」の移民政策を主張して
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おり，必ずしも反移民の立場をとってはいなかった（AfD 2013）。当時のドイツ社会では，メルケ

ルのユーロ救済には批判が多く2），それを厳しく批判した AfD に対しおおむね世論は好意的だった。

当時の世論調査によれば，20％以上が AfD に投票するだろうと回答したほどである（Haüsler 

2013: 44）。メディアも AfD を積極的に報道し，ルッケやヘンケルは夜のテレビの政治トーク番組

にも何度か登場している。ドイツの主要メディアが極右に発言の機会を与えることはまずありえな

いことを考えると，一般の世論ではAfD は極右と同一視されていなかったことがわかる。2013年

９月に行われた連邦議会選挙で AfD は規定の５％にわずかに届かず，議会進出には失敗した。し

かし結党から約半年で５％近くの得票を達成したことは，新政党としては驚くべき躍進であった。

　だがその一方で AfD には，A. ガウラントや F. ペトリなどの CDU（キリスト教民主同盟）の

「リベラル化」に批判的な保守派の政治家や言論人（「国民保守」と呼ばれる）が幹部に加わったほ

か，自由党などの地域的な泡沫の右翼ポピュリスト政党や「新右翼」ネットワーク3）に属する人々

のみならず，極右の NPD（国民民主党）やネオナチとの関わりのある活動家を含めた CDU や 

CSU（キリスト教社会同盟）「より右」に位置する様々な勢力が AfD という看板の下に結集するよ

うになっていた（Häusler 2013）。

　2013年連邦議会選挙の後， AfD は「経済リベラル派」と「右派」との派閥闘争を経ながら，次第

に右翼政党としての旗色を鮮明にしていく（Friedrich 2017：46-81; Amann 2017: 113-214; 星野 

2015; 中谷 2016）。いくつかの要因がそれを促進した。第一に2014年８月から９月にかけての東部

のザクセン，チューリンゲン，ブランデンブルクの州議会選挙での成功である。この３州での AfD 

は，反移民，反イスラムの主張を掲げて10％前後の票を獲得し，議会進出を果たした。第二に

2014年末にドレスデンでにわかに発生し，全国の都市への波及した「ヨーロッパのイスラム化」

に反対する住民運動ペギーダの盛り上がりである。これは「反イスラム」という主張が持つ政治的

ポテンシャリティを示すものであった（佐藤 2017; 佐藤 2018）。実際にペギーダのデモ参加者の圧

倒的多数が同年の選挙で AfD に投票していたことが調査で明らかにされている（Geiges et al. 

2015: 36）。このような東部諸州を拠点とした AfD の「右傾化」は，2015年７月の AfD 分裂につな

がった。ルッケやヘンケルをはじめとする「経済リベラル派」の主要メンバーが離党し，新しい党

首には「国民保守」派のペトリとそれに理解がある経済学者J.モイテンが就任した。

　党の派閥闘争とユーロ問題の収束化により，AfD の支持率は一時５％以下まで低迷した（図１）。

だが，それを逆転させたのが2015年９月に始まる難民危機だった。AfD はメルケル政権の「無規

制」な難民政策を批判し，これ以上の難民受け入れを停止せよと主張した。これを契機に AfD の

支持率は上昇に転じ，2016年に入ると支持率は10％を越えるようになったのである。そして2016

年３月の州議会選挙では，ザクセン・アンハルト州で24.3％を得票してCDUに次ぐ第二党に躍進

したほか，西部のライラント・ファルツ州，バーデン・ビュルテンベルク州でそれぞれ12.6%，

15.1%を得票し第三党となった。

　このように AfD は，支持率の上昇とともに，当初の「経済リベラル」政党から反移民・反難民

をかかげる「右翼」政党へと変貌した。しかし，このような「右傾化」にも関わらず，「自国民優
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先」という右翼ポピュリズムの論理は，結党当初から現在に至るまで一貫していることを見逃して

はならない。「経済リベラル」政党としてのユーロ救済策批判も，ギリシャへの財政的支援による

ユーロの救済が「ドイツの納税者の金を破産した国のために使う」ものであり，それを国民の合意

なしに推進する連邦政府を厳しく批判していたのである4）。「ドイツ人のお金はドイツ人のもので

なければならない」（Bender 2017: 55）という「自国民優先」の原則が，すでにここで明確に打ち

出されていたことになる。移民・難民に対してではなく，ユーロという通貨をめぐって「自国民優

先」が主張された。このことが，反レイシズム規範が強いドイツ社会において AfD を受け入れや

すくしたことの一因になったと考えられる。

　その後「右傾化」が進み，反移民・難民や反イスラムの主張が公然となされるようになるにつれ，

AfD はしばしば「極右」「レイシスト」などとして批判の対象となった（Fleischer 2016）。にも関

わらず AfD が支持の拡大に成功したのは，あくまで自国民への配慮を主張し，難民受け入れに「上

限なし」とする「世界に開かれた」メルケル政権との対立軸を明確に打ち出したことによる。しか

も AfD は，「民族」や「伝統」といった抽象的な概念を用いるのではなく，現実に進行している問

題（難民受入の負担など）に言及することによって，自国民よりも難民を優先している（ようにみ

える）連邦政府の政策を厳しく批判したのである。

　例えば党首のペトリ（当時）は，街頭デモでのスピーチ以下のように述べている。「大量の移民

は経済的・社会的な利得にはなりません。つつましい市民（einfache Bürger）が，［難民収容のた

めに］閉鎖された体育館，一部の閉鎖された学校，増加する社会保障分担金，おそらく上がるであ

ろう税金を通じてツケを支払わなければならなくなっています。これが自身の人民に反したメルケ

ルの政治です」5）。またガウラントは，よりシンプルに「メルケル氏は全ての難民を招待し，ここ

に全員が来ています。（中略）しかしメルケル氏は外国の人々の利益ではなく，われわれの利益を

守らなければなりません」と述べ，「われわれはわれわれの国と故郷を保持したいのです」と訴え

図１　AfD 支持率の変化（Infratest Dimap のデータより）
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るのである6）。自国民を二の次にして難民を受け入れる政策や，それを「歓迎の文化」と称して賞

賛するメディアや主要政党を一括して「人民の裏切り者」と呼んで批判する語り口は，AfD の政

治家の発言のなかに繰り返し登場する。「グローバル対ナショナル」の対立軸に依拠して「自国民

優先」を主張する右翼ポピュリズムの論理が鮮やかに示されている。

　AfD 支持者の意見分布をみても，欧州統合と移民・難民受け入れに否定的という点では強い意

見の一致が見られることが知られている（Schwarzbözl und Fatke 2016）。それは欧州よりもドイツ，

移民・難民よりもドイツ人という「自国民優先」の AfD の主張が，単なる政府への「抗議」とい

う性格を超え，ある程度固定的な支持層を獲得していることを意味している。

３　「左と右」，「グローバルとナショナル」―政治的対立軸の３つの次元

　これまで本論文では，便宜上「右翼」や「右傾化」という言葉を用いて論述を進めてきた。しか

し，右翼ポピュリズムの台頭は，従来の左右の対立軸では捉えきれないというのがここでの主張で

ある。じっさい，右翼ポピュリスト政党は従来の「右」からだけではなく，左右広い範囲から支持

者を得ている。例えば，2013年と2017年の２つの連邦議会選挙での投票行動の変化をみてみると，

2017年に AfD に投票したう有権者のうち前回選挙で CDU/CSU（保守）に投票した者のが18%で

あるのに対して，中道左派 SPD（社会民主党）が8.6%，最左翼の左翼党が7.1%となっていて，そ

れぞれの政党の得票率から考えると，保守政党からの転向が特に多いというわけではない。その一

方で，2013年に AfD に投票した有権者の70%が2017年にも再び AfD に投票しているところから，

「右傾化」が語られているにも関わらず，支持者にはかなりの一貫性があったことが見て取れる。

また2013年に棄権した有権者の25％が AfD に投票していることから，AfD が既存の諸政党が取り

込めていなかった新たな支持層を開拓したと言える7）。このような変化を単純に「右傾化」として

一括することはできない。

　もっとも，「左と右」という対立項に固有な意味があるわけではない。その起源はフランス革命

期にあり，進歩に組するか抗するかの対立とされるが，その具体的意味は時代や地域の文脈によっ

て変化する。N. ルーマンや A. ナセーにならっていえば，その対立図式は複雑な世界を単純化する

暫定的な区別であり，現実の政治的コミュニケーションを可能にする言論コードにすぎない

（Luhmann 1974; Nassehi 2015）。「左と右」という対立図式を通じて政治のアクターは対立し，妥

協し，協力する。それを前提にした上で，戦後西欧における（また冷戦後の東欧をふくめた）従来

の左右の対立図式の意味を簡潔にまとめてみよう。

　まず，戦後西欧（および北米）に形成された左右の対立は，再配分により社会的公正性をめざす

のか，市場での自由競争をめざすのかという政治経済的な軸である。これは冷戦期における社会主

義＝「左」，資本主義＝「右」という対立軸を基準にしているが，戦後の経済政策や福祉政策は，

この両派のバランスのもとに成立してきた。しかし冷戦後も，「再配分か競争か」は依然として重

要な政治的路線の対立軸になっている。
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　しかしそれとは異なるもう１つの対立軸として，価値観や生活様式の革新・開放を主張するか，

伝統的な文化の保守を主張するかという対立がある。これは1960年代の「静かな革命」（イングル

ハート）により，価値観が「脱物質」化され，「文化的」なテーマ（ジェンダー，環境，アイデン

ティティなど）を中心にした新左翼運動が高まった時期に，新たな対立軸として浮上したものであ

る。文化の革新や多様性を主張する左翼に対し，文化的同質性や宗教・民族への回帰を目指す新た

な右翼もこの時代に発生した。

　このように，欧州における（おそらくその他の先進諸国でも）左右の対立軸は二次元化している

（Azmanova 2011）（図２）。社会民主主義政党は第一の対立軸で「左」だが，緑の党のような環境

政党は第二の対立軸で「左」である。また，「小さい政府」のような新自由主義の主張は第一の対

立軸において「右」だが，歴史・伝統への回帰を主張する保守主義は第二の対立軸において「右」

である。２つの対立軸は本質的に異なる世界観を表明するものだが，現実の政治世界では，両者の

対立軸での「左」と「右」は，それぞれに結びつくことが多かった。その結果「左と右」は1970

年代以後，下の図で第２象限（左上）と第４象限（右下）の対立としてあらわれた。極右もまた，

文化的保守と市場重視を組み合わせて主張することを「勝利の方程式」としていた（Kitschelt and 

McGann 1995）。

　だが，1990年代以降のグローバル化のなかで，左右の勢力配置が変化した。先ずは左右両派に

おける新自由主義の影響である。右派のみならず，左派の方でも市場の競争原理が重視され，社会

福祉や公共投資の縮小による国家のスリム化が進めれれた。また，左右両派における文化的「リベ

ラル化」が進んだ。左派だけでなく，右派の方でも開放性や多様性を重視した「リベラル」な政策

が進められた。その結果，左右両派がともに右上の第１象限（文化的に「左」で社会経済的に「右」

の領域）に移動していったのである。それはグローバル化に伴う文化的な普遍主義化と経済の自由

化という変化に政治が適応した結果だった。

図２　政治的対立軸
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　このような政治的布置状況の変化を見てくると，右翼ポピュリズムは左右両派の第１象限への移

動によって生まれた第３象限（左下）の空隙を埋めるものとして発生したようにも思える。たしか

にそういう面はある。右翼ポピュリスト政党は，保守の「リベラル化」に失望した伝統的保守主義

者に居場所を提供している一方で（例えばドイツの AfD），労働者や貧困層の票を狙って再配分の

強化を主張している場合もある（フランスなど）。

　だが，すでに指摘したように，右翼ポピュリストを保守的右翼と同一視することはできない。右

翼ポピュリスト政党はしばしば「前近代的」なイスラム教に対し，「近代的」な自由民主主義の価

値観を擁護している。なかにはオランダのピム・フォルタイン・リストのように同性愛者の権利を

擁護するような政党も存在した。また，右翼ポピュリスト政党は必ずしも常に明確に再配分を主張

しているわけではない。例えば AfD は，「市場か再配分か」に関しては曖昧な姿勢を示している。

一方で経済自由主義の政策を残しながら，他方で「小庶民（kleine Leute）」の政党を自称して中下

層民への配慮を示唆したりする。2016年の党基本綱領は，相続税・資産税を撤廃し，「自由な市民

のためのスリムな国家」を提唱するという新自由主義的な側面を強く示しながら，最低賃金制の維

持を約束するという社会的公正性への配慮も見せていた（AfD 2016）。支持者の側でもこの対立軸

においては意見が分散している（Schwarzbözl und Fatke 2016）。また，文化的な対立軸において 

AfD は同性婚に反対し，伝統的家族像を擁護する保守主義の姿勢を明確に打ち出してはいるが，そ

の一方で連邦議会の議員団長に同性愛者の女性（A. ヴァイデル）を選んでいる。

　このように右翼ポピュリズムは，二つの左右の対立軸では必ずしも十分に理解することができな

い。右翼ポピュリスト政党は，従来の左右対立に沿いながらも，それには還元できない「グローバ

ル対ナショナル」というもう１つの対立軸を持ち込み，それによって政治の世界をあらたにマッピ

ングしなおしている。一方には国境を開放し，世界の流動性や人類の一体性を進める政策（例えば

自由貿易の推進，普遍的人権の擁護など）と，それを支持する「世界に開かれた」政党，政府，マ

スメディアが置かれ，もう一方には国境を閉鎖して国民の利益や安全性を守る政策（例えば保護貿

易，国境管理など）と，それを支持する「自国民優先」の勢力が置かれる。右翼ポピュリズムは，

様々な政治上の問題をこの二項対立に集約し，自らを「自国民優先」を掲げる唯一の勢力と位置づ

けることで，その対立軸を新たな政治的ポテンシャルとして利用することに一定程度成功したので

ある（Kriesi et al. 2008）。

　社会的公正性というこれまで「左」が提起してきた問題にも，「グローバル対ナショナル」とい

う視点から新たな解釈が与えられる。例えば，AfD の B. ヘッケ（チューリンゲン州の党代表）は，

ドイツ民族の歴史や文化の意義を強調し，ナチス中心の歴史認識に疑念を呈するなど文化的保守の

意味での「右」の側面を強く打ち出す一方で，社会問題については「ナショナル」な観点から独特

な解釈を展開する。彼は「国民財産（Volksvermögen）」の配分をめぐる社会的公正性の問題が，

AfD が課題にすべきドイツの将来にとっての最大の問題であると主張し，次のように説明してい

る8）。
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21世紀のドイツの新たな社会問題は，われわれの国民財産の上から下への，あるいは若者か

ら高齢者への配分なのではありません。われわれの国民資産の内から外への配分の問題なので

す。

　ヘッケは無意味な海外派兵，欧州中央銀行の低金利政策，ユーロ救済策，制御を失った移民・難

民政策をあげ，「国民財産」がドイツ人のためではなく外国のために用いられている状況を批判し，

「ドイツの利益を遂行せよ」と強く訴えている。つまり，ここでヘッケの言う社会的公正性の問題

とは，一国内での配分に関わるものではなく，国家の内と外との間の配分に関わるものになってい

る。

　このような「社会問題」の解釈はヘッケに限られるものではない。S. フリードリヒが指摘する

ように，AfD の議論において「貧者と富者の垂直的対立に変わって，国民への帰属に沿った水平

的な対立」が強調されている（Friedrich 2017: 92）。そこで語られているのは一国内での配分闘争

ではなく，「グローバルな配分闘争」における「公正性」の問題であり，そのような「公正性」の

観点から AfD は「国民の利益を守る」という立場を打ち出している（Kahrs 2017）。

　それに対し「グローバル」な立場は，難民の人権保護，軍事用・人道上の国際貢献，移動や経済

活動の自由などにおいて，国民を越えたヨーロッパ全体，世界全体の利益に配慮すべき必要性を主

張する。例えば，財務大臣としてユーロ救済に尽力した CDU の政治家 W. ショイブレは，ドイツ

が直面している難民受け入れを「グローバル化との出
ラ ン デ ヴ ー

会い」と呼び，「私たちはこの出会い徐々に

馴れていかなければならない。世界で起きていることが，私たちに直接影響をあたえるのだ」と述

べているが，これは「グローバル」な立場の１つの典型（「右」の側からの）であろう9）。「グロー

バル」な立場はいまや，従来の左右の対立を横断して共有されるようになっている。

４　誰が，なぜ右翼ポピュリズムを支持するのか 
　　　―AfD 支持者についての研究から

　これまで，右翼ポピュリスト政党は「自国民優先」という論理を打ち出すことで支持者を拡大し

ていったという点について論じてきた。では，いったいどのような人々が，なぜそのような政党を

を支持しているのか。よくある説明として，貧困や失業，地位低下など社会経済的な苦境から来る

不安や不満が，右翼ポピュリズムの支持を生み出すというものがある。しかし近年の研究では，社

会経済的な要因と右翼ポピュリズム支持や排外主義的態度との因果関係はそれほど単純ではないこ

とが指摘されている（Norris 2007; Hainmueller and Hopkins 2014; Inglehart and Norris 2016）。教

育レベルの低い下層労働者に支持者が多いことで知られてきたフランスの国民戦線でさえ，近年 

M. ルペンの「親しみやすい」政党へのイメージ転換によって，幅広い社会層にアピールするよう

になっている（Steckemer and Barisione 2017）。

　AfD の場合，ドイツ経済が好調で，失業率が５％台から３％台に低下している時期（2013年か
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ら17年）に躍進していることからみても，その台頭を経済的苦境に求めるのは無理があるように

思える。最近公表されたいくつかの研究もまた，社会経済的要因と AfD 支持との関係の弱さ
4 4

を明

らかにしている。すなわち AfD は決して社会経済的な「弱者」の政党ではなく，その支持者の社

会経済的地位は多様であり，どちらかといえば「中間層」に属する人々が多いということがわかっ

ている。

　先ず，社会経済パネル（SOEP）のデータを用いたドイツ経済研究所（IW）の K. ベルクマンら

の研究によれば，2014年時点で AfD 支持者の平均収入はドイツ全体の平均よりもむしろ若干高い

ことが示されている（にも関わらず，移民問題を「大いに憂慮」している割合は CDU/CSU 支持

者の約２倍にのぼる）（Bergmann et al. 2016）。2015年になると高収入層での支持が減少し，低収

入層の割合が上昇し，平均もやや減る。だが，それでも AfD 支持者の平均収入は依然として全体

の平均を超えている。また，他の政党に比べ，AfD 支持は中レベルの収入層の間で顕著に高い

（Bergmann et al. 2017: 61-62）。

　政治学者 O. ニーダーマイヤーらも，2013年第４四半期から2016年第１四半期までの世論調査機

関 Infratest dimap よる調査結果を比較しながら，AfD の「プレカリアート化」説を否定しいる。

確かに労働者階層のなかでAfD支持は高まったが，AfD 支持層全体の中では依然として少数派であ

る。また，失業者の間での支持が特に高まったわけではない。教育レベルの低い層の間での支持層

はむしろ低下し，中レベルの間での支持層が増加している。また，収入はどちらの時点でも平均よ

りやや上である（Niedermeyer und Hofrichter 2016）。

　さらに社会学者 H. レンクフェルトも，AfD 支持者が決して社会経済的に不利な位置に置かれた

「近代化の敗北者」ではないことを明らかにしている（Lengfeld 2017）。彼もInfratest dimapによる

2016年11月の世論調査のデータをもとに，収入，職業的地位，教育レベル，宗教，地域，性別な

ど様々な要因と AfD 支持との関連に回帰分析を行い，低収入，労働者であること，教育レベルの

低さが AfD 支持につながる傾向は確認できないと結論づけている。AfD 支持者はむしろ収入レベ

ルが中・高層（中間値の70％以上）の割合が有意に高く，「近代化の敗北者」仮説は反証されてい

る。

　では，AfD 支持者を生み出す要因は何なのか。ここで注目したいのが，支持者本人の事情では

なく，彼らが住む地域の事情
4 4 4 4 4

に着目したドイツ経済研究機構（DIW）による調査の結果である

（Franz et al. 2018）。この調査は2017年９月の連邦議会選挙において，どのような地域（選挙区）

において AfD の支持率が高かったのかを分析している。東部諸州で AfD 支持が多いことはよく知

られているが，さらにそれを社会経済的な要因に即して見てみると，東西ともに高齢化が進み，手

工業・製造業中心の地域において AfD 支持が高いことが示されている。しかし，地域の失業率と 

AfD 支持率の間に有意な関連性は確認できないとされる。

　ここで「高齢化」は60歳人口の割合で計測しているが，他の調査で AfD の支持者は35〜55歳程

度の中年・壮年（の男性）に多いことが知られている。これらの結果を合わせながら DIW の調査

レポートは，高齢化が進む地域の働き盛りの年齢の人間が，本人は特に生活に窮しているわけでは
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ないが自分たちが住む地域は衰退に向かいつつあるような場合に将来への「見込みのなさ

（Perspectivlosigkeit）」を感じる場合，それが AfD の支持に結びついているのではないかと推論し

ている。

　この「見込みのなさ」は，AfD 支持者が他の政党支持者に比べて著しく「悲観的」であるとす

るベルクマンらの研究（Bergmann et al. 2016: 63）やハンス・ベックラー財団による調査結果と

も符号している。2017年初頭に行われた後者の調査では，社会経済的地位では大きな違いはない

にもかかわらず，将来に関して「憂慮（Sorge）」している割合が AfD の支持者において他の政党

支持者よりも目立って多い（67%対46％）こと，その「憂慮」が近隣での犯罪や暴力，老後の経済

的安定，子供の将来などに関することものあることが指摘されている。よって AfD 支持者は「財

政的に困難な状況にはないにもかかわらず，将来に起こり得る危機から十分に守られていないと感

じている」とされている（Hilmer et al. 2017: 33）。この調査では，この「憂慮」の原因は探られ

ていないが，DIW の調査を踏まえると，その一因が地域社会での「見込みのなさ」からくるもの

ではないかと推測できる。

　では，なぜ将来への「見込みのなさ」が AfD 支持に（左翼政党などではなく）に向かうのか。

AfD の主張が支持者の持つ「見込みのなさ」といかに共鳴しあうのか。これまで紹介した調査で

はその内的な「論理」が明らかにされてはいない。

　そこで参考になるのが連邦外務省の援助を受けたプログッシヴ・センターによる調査である

（Hillje 2018）。この調査では，右翼ポピュリスト政党の支持率が高くかつ社会経済的に「脆弱」な

地域（つまり国家による移転給付に依存する部分の多い地域）を「右翼ポピュリズムの中心地」と

呼び，フランスとドイツからその「中心地」をそれぞれ６箇所ずつ選んで，計500人にインタビュ

ーを行っている。ドイツでは東部３箇所，西部３箇所において2017年９月の連邦議会選挙の直前

にインタビューが試みられている。

　この調査が注目するのは，調査対象者がもつ「見捨てられている（Verlassenwerden）」という

感覚である。彼らの多くが，自身の経済状況よりもバス，医療，郵便，幼稚園，学校などの公共サ

ービスの低下や社会給付の不足から「見捨てられた」という感覚をもっているという。例えば，ノ

ルトライン・ヴェストファーレン州の54歳の女性は地域の生活について次のように語っている。

バスの便はとても悪いです。ウィークデイは一時間に一台，土曜日は午後３時以降バスは来ま

せん。だから高齢の女性はもっと何かしたくてもそれができないのです。また郵便ポストもな

くなりました。たった１つ残ったポストは住宅街のはずれにあり，多くの人は徒歩ではたどり

着けません。冬には道が除雪されません。緊急車が通れなくなってはじめて除雪が行われるの

です（Ibid.: 13）。

　難民の流入により，そのような「見捨てられた」場所にも難民収容施設が設置されるようになっ

た。それにより，住民の生活はどう変化したのか。そこで重要なのは，住民個人が置かれた状況そ
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れ自体ではなく，住民たちがこのような状況をどう理解するのか
4 4 4 4 4 4 4 4

ということである10）。住民は，自

分たちの生活と収容施設で暮らす難民の状況とを比較する。自分たちは「見捨てられ」ているのに，

彼らは国家による移転給付を受けて「安楽に」生活している。そこで「自分たちは不当に扱われて

いるのではないか」という感覚を住民たちは抱く。彼らは自分たちを取り囲む状況を，行政による

移転給付をめぐる待遇の仕方をめぐる「比較劣位の論理（vergleichende Abwertungslogik）」によ

って解釈し，移民や難民に反発を覚えるようになるのである。「移民が問題なのだ」と。プログレ

ッシブ・センターの調査報告書はこのような理解の意味連関を次のように解明している。

人間は自分が国家からの保護を拒否されているのに難民は大変によく世話をしてもらっている

と認識すれば，自分が軽視されている（abgewertet）と感じるものである。（中略）そこで移

民は社会給付の競合者とみなされ，それゆえにまた移民自体が問題なのだとも主張される。自

分が［移民と比べて］冷遇されているという感覚から「移民を減らせば自分のためになる」と

いう想定が生まれるのである（Ibid.: 20）。

　例えばそれは，ブランデンブルク州アイゼンヒュッテンシュタットの76歳の女性の言う「外国

人に対する財政的出費はドイツ人の負担になります。わたしは外国人嫌いではないのですが，外国

人はやはり援助されすぎています」という発言や，デュイスブルク市50歳代の女性の「懸命に働

いているドイツ人のためにもっと対処すべきであり，移民のためのことはそれからにして欲しい」

という発言によく現れている（Ibid.: 9, 16）。このような発想は，AfD が表明する「自国民を優先

せよ」という主張と絶妙に共鳴しあうものになる。

５　グローバル化がもたらす階層分化―右翼ポピュリズムの共鳴盤

　前節では，移転給付に依存せざるを得ない社会経済的に「脆弱」な地域において「見捨てられて

いる」と感じている人々が，移転給付をめぐって自分たちが「比較劣位」に立っているという認識

を持つことが移民・難民に対する反発を生み，それが「自国民優先」を掲げる AfD の主張と共鳴

しあっているということを指摘した。本節ではそのような状況全体を，グローバル化に伴う新たな

階層分化の発生というマクロな社会構造の変容のなかに位置付けてみたい。

　手がかりになるのは Z. バウマンのグローバル化論である。バウマンはグローバル化の現代にお

いて「移動（mobility）」が，より正確にいうと移動できる自由の有無が社会的階層化のもっとも

強力な要因になると述べている（Bauman 1998=2010）。スイスの政治社会学者 H. クリージらがこ

のバウマンの議論を踏まえ，グローバル化がもたらす階層化効果についてより実証的に議論を展開

している（Kriesi et al. 2008）。国境を越えた移動の自由を自らの生活チャンスの拡大に利用できる

人々がいる一方で，保護関税，最低賃金制，社会給付，制度化された集団交渉など国境内の諸制

度・諸慣行によって生活が守られてきた人々にとっては，グローバル化はむしろ生活チャンスの損
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失に繋がる。クリージらは前者のような人々を「勝者」，後者のような人々を「敗者」と呼ぶ。「勝

者」は必要とあらば国外へ脱出するという選択肢を持ち，文化的に異質な他者とコミュニケーショ

ンしたり競争したりする能力を持ち，世界中どの地域にも居場所をつくることが可能（ただし大都

市）なのに対し，「敗者」はそのような選択肢を持たない。「勝者」はコスモポリタン的志向をもつ

傾向が高いのに対し，「敗者」は国民的な共同体への帰属にこだわりがちである。

グローバル化の勝者になる可能性の高い人には，国際競争に開かれたセクターにおける企業家

や専門資格を持った被雇用者，またコスモポリタン的意識を持った市民が含まれる。グローバ

ル化の敗者には，伝統的に保護されてきたセクターにおける企業家，専門資格を持たない被雇

用者全般，そして国民共同体に自分自身を強く同一化させているような市民が含まれる（Ibid.: 

8）。

　このような「勝者」と「敗者」の構造的対立を，新たな政治対立のポテンシャルとして利用する

ことに成功したのが右翼ポピュリスト政党である。「グローバル化の「敗者」の利益や不安に訴え

ることに最も成功している右翼政党が，現代の西欧政党体制を変容させている駆動力である」

（Ibid.: 19）とクリージらは論じる。

　イギリスのジャーナリスト D. グッドハートもまた，ベストセラーになった著書『どこかに向か

う道』のなかで，グローバル化が欧米社会において「どこにでも行ける人々（Anywheres）」と

「どこかに留まる人々（Somewheres）」という２つの集団への分化をもたらしていると論じている。

たしかに「階層や経済的に利害関心の旧来からの差異は消滅していない。だが，その上により大き

くて緩い差異が付加されつつある。それはどこからでも（anywhere）世界を見る集団と特定のど

こか（somewhere）から世界を見る集団との差異である」（Goodhart 2017: 3）。「どこにでも行け

る人々」は教育レベルが高く，大卒以上の場合が多く，金融ビジネス，高度な専門職，学者などに

多く，「業績」に自分のアイデンティティを求め，「新しい人々と場所を心地よく自信を持って接す

る」傾向を持っている。それに対し「どこかに留まる人々」」は大卒未満で，特定の地域に根付き，

「帰属」にアイデンティティを求め，急速な変化を好まず，安全性や馴染み深さを好む傾向がある。

　グッドハートは様々な調査を参照しながら，「どこにでも行ける人々」の占める割合が20〜25％

程度で，「どこかに留まる人々」が約50％程度であろうと推測している。残りはその両者の間を揺

れ動く「中間の人々（Inbetweeners）」とされる。「どこかに留まる人々」の中には「強硬な権威主

義者」と呼ばれる極右的志向を持つ人々が含まれているが，それはごく一部に過ぎない（全体の５

～７%と推定されている）。「どこかに留まる人々」は必ずしも露骨なレイシストではないが，外国

人よりも「同胞」を優先し，「国民優先主義（national citizen favoritism）」に向かう傾向がある。

そのため，移民に反発する態度を取ることがある。「どこかに留まる人々」の全てが右翼ポピュリ

ズムの支持者ではないが，右翼ポピュリスト政党の支持者はほとんどが「どこかに留まる人々」で

ある。右翼ポピュリスト政党は「より開かれ，エスニックに流動的で，大学卒を優遇する経済と社
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会から疎外されていると感じている人々にアピールする」（Ibid.: 2）ことで，一定程度の支持者の

獲得に成功しているのである。

　この２つの議論は，どちらも十分な具体的検証を欠いた一般的仮説の域を大きく出るものではな

い。にも関わらず本稿がこれらの議論に注目するのは，前半に指摘した「グローバル対ナショナ

ル」という右翼ポピュリズムの掲げる政治的対立軸が，グローバル化がもたらしているこのような

社会階層の分化に対応していることを示唆しているからである。もちろん，前者が後者の単なる

「反映」であるなどと主張したいわけではない。しかし，「グローバル対ナショナル」という政治的

対立軸は社会階層の分化と同型的
4 4 4

な関係にある。この同型性ゆえに，右翼ポピュリスト政党はその

「自国民優先」の主張に波長を合わせて共鳴する社会構造上の基盤を得ているのである。グローバ

ル化に対して「ナショナル」なものを優先する右翼ポピュリストの主張は，「どこにでも行ける」

グローバルなエリート層（それを代表する主要政党や主要メディア）に対する「ここに留まる」し

かない「普通の人民」の階層的 反
レサンチマン

感とが重なり，共鳴し，そして互いに増幅し合う。現代の右翼

ポピュリズムが，「ナショナル」であると同時に，「特権的エリート」対「普通の人民」という図式

で「ポピュリスト」的な批判を行うのはそのためである。例えば AfD 支持者の場合，「ナショナル」

なものと「ポピュリスト的」なものの絡み合いは以下のような 反
レサンチマン

感 のなかに現れる。

彼らの視点からすれば，政治のエスタブリッシュメントはグローバル化の破壊的な力を更に推

し進め，「自分たちの住民」ではなくアウトサイダーに手助けをし，難民に快適な住居と社会

給付提供し，しかも更なる配慮を促している。彼らは，今や自分たちが「体制」から裏切られ

ていると感じている。それは，政府がもはや彼らの側に立っていないように思われるからであ

る（Koppetsch 2017）。

　

　このような政治的対立軸と階層構造の分化とのあいだの共鳴関係の成立が，近年欧州で右翼ポピ

ュリズムが台頭し，それが一過性の現象にとどまらず一定の支持を維持し，欧州の政党体制の一画

を持続的に占めるようになっていることの一因であると考えられる。

６　右翼ポピュリズムと欧州政治の変化―むすびに代えて

　道徳心理学者の J. ハイトは，グローバリズムとナショナリズムが現代の世界観の中心的な対立

になっていると述べている（Haidt 2016）。右翼ポピュリズムは，この対立を政治の世界に持ち込み，

欧州政治勢力関係を変化させている。本論文は，右翼ポピュリスト政党が「グローバルとナショナ

ル」という対立軸を用い，自らを「ナショナル」な側に位置付けることによって，従来の左右対立

の両翼から一定の支持を獲得することに成功したと論じてきた。また，その政治的対立軸が，グロ

ーバル化に伴う階層分化と共鳴し合う関係にあることについても指摘した。

　では，右翼ポピュリズムの台頭は，欧州政治体制全般にどのような影響を与えているのだろうか。
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右翼ポピュリスト政党は，他の既存政党から「レイシスト」「極右」などと呼ばれて拒否され，攻

撃される一方で，その「自国民優先」の主張は表向きには説明されないかたちで他の政党にも着実

な変化をもたらしている。歴史的事情から反レイシズム・反ナチズムの規範が強いドイツでは，

AfD に対するスティグマ化も根強い。AfD が連邦議会に進出した後も，他の政党は AfD との対話

を拒否し，AfD が提出する提案にことごとく反対している。しかしその一方， AfD に奪われた票を

奪還するため，どの政党も AfD の「ナショナル」な主張を部分的に取り入れることを余儀なくさ

れている。

　それをよく示しているのが連立政権成立時に結ばれる連立協定の変化である。ドイツでは2013

年と2018年に同じ政党（CDU/CSU と SPD）によって連立協定が結ばれているが，両者の間で移

民政策に関する政策に明らかな変化が見られるのである。2013年の連立協定では「ドイツは世界

に開かれた国である。われわれは移民をチャンスと捉える」と書かれ，「歓迎の文化」「間文化的開

放」「多様性」などの言葉が並べられるなど，政権の「グローバル」な姿勢が示されている11）。し

かし2018年の連立協定では「われわれの社会の統合能力に過度の要求を課してはならない」，「こ

こに暮らしている人々の生活条件を尊重しなければならない」などと書かれていて，政権の自国民

の利益への配慮の程度が明らか高まっていることがわかる12）。

　このような「ナショナル化」への圧力はまた，左右問わず既存政党・既存会派の内部で，「グロ

ーバルかナショナルか」の路線対立を生み出している。2018年夏に連立政権を一時解体寸前の危

機にさらしたメルケルとメルケルが所属する CDU の「姉妹政党」である CSU との難民政策をめ

ぐる対立は，このような路線対立が表面化した例である。同年６月に開かれた左翼党の党大会もま

た同様の路線対立で紛糾している（Kohnen 2018）。

　このような勢力関係の変化は AfD の台頭がドイツ政治にもたらした効果だといえる。だが，政

治全体の「ナショナル化」は AfD の存在意義を脅かすことにもなっている。その結果 AfD 内部で

は，「CDU/CSU より右」の野党として立場を鮮明にするため，急進的な新右翼運動と連携を強め，

さらにはネオナチ的な言辞を用いて世論を挑発するような勢力が力を伸ばしつつあり，それがまた

他党との連携を模索する「節度ある」グループとの間で対立を生んでいる（Amann et al. 2018; 

Breyton 2018）。しかし新右翼的ないしネオナチ的な勢力がさらに強まれば，それに忌避感を抱く

有権者が AfD 支持から離れる可能性も出てくるだろう。

　このようななかで，AfD が支持率が今後20%の壁を越えられるかどうかは予断を許さない。しか

し AfD が（またそ欧州の右翼ポピュリスト政党が）持ち込んだ対立図式が，従来の左右対立を横

断しながらドイツの（また欧州の）従来の政治的勢力関係の編成を変える力として作用しているこ

とは間違いない。

［注］

１）国連の「あらゆる人種差別の撤廃に関する国際条約」（いわゆる人種差別撤廃条約）においても，国籍

に関する規定はこの条約の適用外とされている。
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２）2012年７月５日の世論調査では，54％がドイツはユーロを救済しなくてよいと回答している（Spiegel 

Online, http://www.spiegel.de/politik/deutschland/umfrage-deutsche-resignieren-im-kampf-um-euro-

rettung-a-842785.hrm，最終アクセス2018年７月20日）。

３）新右翼は1968年世代の新左翼への対抗として発生し，ナチスの優劣を前提とした人種主義ではなく複

数性を前提とした文化的民族概念を打ち出した運動で，戦間期の「保守革命」を自らの起源として位置

づけている。長らく出版活動を中心とした小規模な知識人サークルであったものが，2000年代に急速に

活動を活発化させ，政党との繋がりや市民運動を通じて世論への影響を持つようになった。現在，新右
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